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2022年基本要求回答・支部代交渉報告
働きやすい職場環境の整備のために現場の声を真摯に受け止めて！

会計年度任用職員は、現所属への応募も可能。本庁舎駐車場の舗装の来年度改善予定を確認
自治労県職労は12月20日、2022年基本要求回答交渉・支部代交渉を行いました。
鈴木委員長あいさつ

　コロナ下にあっても職員は日々たゆまぬ努力をしている。過労死水準の時間外勤務を余儀なくされている職員がいるのも事実。これまでは、緊急事態ということで特例として考えられてきたところだが、2年を経過し、いつまでも許される話ではない。
先日の働き方改革の労使協議の中で、理由を問わず100時間超の時間外勤務が危険な状況であるということは、労使の共通認識であることを確認した。人員増や仕事の分散などの案を示し、100時間超があった所属の管理職の公表、局長の更迭等についても意見を述べた。10月26日調整部会の際に副知事からも、「時間外の入力抑制はいけない」や「コロナをいつまで特例とするのか」との意見が出ている。

　確定交渉での結婚休暇の運用改善には感謝する。他にも若手職員にできることはないか考えている。育休取得時の給付金が速やかに出なかった問題など、男性育休取得率が上がらない原因とも考えられる。
今日は職場代表も参加しており、ともに働く職員の生の声を聴いてもらいたい。

執行部発言

◇働き方改革：当局の取組を否定するものではないが、働き方改革推進本部設置以降、80時間超ゼロ、100時間超ゼロの目標達成していないのも事実。「特例だから仕方がない」となりかねない。考え方を改める必要がある。まず「100時間超は命に係わる危険な労働であり、45時間以上の時間外は避けるべき」は労使の共通認識であることを、知事の代理として交渉に臨んでいる労務担当局長と確認したい。そのうえで、具体的に次の提案をする。

・理由に関係なく、「特例」の廃止。
・100時間超が発生した場合や3月連続で45時間超の時間外が発生した場合は、所属名・所属長氏名を顛末書とともに全庁掲示板に掲載する。当該局長の更迭、知事、副知事は給与返納。

・前年度の時間外総数に応じて、自動的に人員増を行うシステムとする。
・人員削減は、具体的かつ詳細な積算根拠を示す。
・医学的見地からの専門家による研修の実施と、職員の過労自殺を反省して残業を大幅に削減した財政課の当時の幹部を講師として職場研修を行い、当時の財政課の決意と手法を全庁で共有する。

◇再任用職員の課題：再任用だけがボーナスが少ない。仕事も責任も現役と変わらない。「国の制度」と言うのなら、国に制度改正を働きかけるべきだ。

◇ハラスメント：最近は一般県民が理不尽を言うケースが増えている。知見を持った専門家による管理職研修を。対応方針も現行では不足している。

◇ノーマライゼーション：障害者目線でやっているか疑問が多い。法令順守と障害者目線は全然違う。
◇人員問題：コロナ禍で健康医療局、特に保健福祉事務所の負担が過重だ。この間の行政改革による統廃合が大きな要因だ。統廃合を総括し増員すべき。
◇会計年度任用職員問題：来年3月には当該職員の多くが任期満了を迎える。雇用の安定のため名簿登載方式の導入などを県労連の小委員会で求めている。制度が変わって、現在勤務している所属に応募できるようになったと承知しているが間違いないか。
◇妊娠した会計年度任用職員の雇止め：何回か回答をいただいたが、当局の法令の理解に誤りがある。民間では、たとえ「その職が無くなった」としても、妊娠後の雇止めは男女雇用機会均等法違反である。

◇システム：デジタル庁が創設され、国と地方の接続が想定されている。使い勝手等についての改善をお願いしたい。障害を持った方も使えるシステムを。　
◇ノーマライゼーション：知的・精神障害のある職員が、障害特性の理解がされていないために、定着しない例がある。民間事例も含めて研修の充実を。

職場代表発言

☆労働相談でハラスメントが多い、特に公務員から多い。県庁も多いと考えられる。印象として所属の対応が十分ではない。なぜかと言えば、所属でパワハラの判断にこだわりすぎている。簡単には判断できない。幹部への研修の徹底をお願いしたい。

☆同じ職場の職員が自死した。原因はハラスメントではないかもしれないが、サポートできなかったのは事実。2度と起こさないよう対策をお願いしたい。

☆障害を持つ方の職業訓練は細やかな気遣いが必要だが、教員がやることが多く煩雑である。残業を減らすため、学生課などを作ることで業務の重なりを避けることができるのでは。また、常勤が少ない。

☆ノーマライゼーションの推進について、現在は給料表、健康診断結果等の点訳化が対応されているが、担当者が休みとの理由で11月の例月給与明細が届かず、結局手元に届いたのは12月だった。健康診断結果については、令和2年度のものをまだもらっていない。非常に大きな問題だと思う。
☆コロナ応援で、送り出す側の所属の負担が大きい。

☆職員の自主運転を前提にしないでほしい。業務上、県民から通報があると現地に向かうことがあるが、地図にもない場所もあり、危険を感じることが多い。

☆平塚合同庁舎の空調が9月から壊れ、暖房が入ったのが12月10日。改善を求める。

☆業務を見直すと職員が減らされるという思いが管理職にあるような気がする。業務引継ぎが丁寧にされるかが、個々の職員に任されているのはおかしい。
☆異動の内示が遅く、引継資料の作成に時間が取れない。新採用職員は住居の決定もあり、4月1日ではなく、事前に配属先を知らせるべきだ。
☆人材確保のためにも、国や他県と同様に、新採用職員に赴任旅費（移転料）を支給すべきだ。

☆神奈川は家賃も高く公舎もない。人材確保の観点からも住居手当を増額すべきだ。
☆これまで主査が担当してきた業務が新採用職員に割り振られるケースがある。適正な業務分担について、各所属に徹底してもらいたい。
☆コロナ応援に行ったが、100人ほど職員がいたのに「本務職員のみの人数」ということで衛生委員会が設置されていなかった。応援職員も含めた人数で衛生委員会を行うべきだ。
☆衛生委員会には衛生管理者が必要だが、その資格を取らせるために、長時間労働をしている職員が指名された。本末転倒ではないか。
☆育休の辞令が遅く、共済の給付金の支給が2か月先になった。そもそも若手は収入が少ない。育休取得促進のためにも辞令を早く出すべきだ。
☆県税事務所は「みんな同じ仕事をしているから、コロナ応援に多くの人を出せ」と言われ、雰囲気が悪くなっている。また、次世代の担い手が少ない。専門職に限らず、事務職であっても専門的な業務を行う職員を大事にしてもらいたい。自主運転で事故を起こすと「不祥事」と言われるため、運転する人が減っている。それで走行距離が減ると「車を引き上げる」と言われる。仕事をやらなくていいのか。
☆加齢による障害の進行に配慮を。
☆技術校では、障害のある生徒の対応がある。対応できる専門の職員を配置してもらいたい。

☆豚熱対応について経験を踏まえて発言する。環境農政局の総括で、シフトを改善するというのは良い。

現地では指揮者によって休憩時間もまちまちだった。休憩場所も冷房のあるところ、ないところがあった。労働環境についてもマニュアル化すべきだ。
☆相談業務は一朝一夕ではできない。人事当局として人材育成に注力すべきだ。
☆再任用の人事評価は、「短時間＝主事級」「フルタイム＝主査級」となっているが、当然評価すべき点が異なる。現役とは分けるべきだ。
☆ストレスチェックを活用していない所属も少なくない。有効活用すべきだ。
労務担当局長回答

〇長時間労働に関する考え方は組合と同じだ。特例は、やむを得ず認めるもの。どうすれば守れるのか。財政課の取組は参考になる。議論を積み重ねていく。
〇保健福祉事務所については効率的な事務執行体制構築のためH28に人員の見直しを行った。必要な保健師は再編後も引き続き配置している。今年度も8名配置した。今後も引き続き人員確保に努める。
〇公用車の車両更新の際はカーナビ、ドラレコ込みの金額となっており、必要と判断されれば登載される。安全運転システムは標準仕様となっていないが、要求があれば必要性も含め検討することになる。
〇本庁舎駐車場は耐震補強工事等の影響で着手できなかったが、R4年度に着手する方向で予算調整中。

〇会計年度任用職員の業務内容は補助・定型的との位置づけであり、これを超える業務との認識はない。ある場合は具体的に対応する。行政補助員については、行１をもとに算出している。他の団体もほとんど同じ。民間との均衡を図る場合は別途単価協議。
〇任用方法は小委員会で話した。名簿登録方法等で様々な課題あるため、今後も話し合いを継続する。
〇障害者差別解消法について、相談窓口を障害福祉課に設置し、事例集も作成し情報提供している。障害のある労働者に対する差別問題については、障害者雇用促進法の趣旨を丁寧に説明しているほか、障害者雇用促進センターで合理的配慮等について周知させている。施設整備について、本庁舎正面玄関の手すりは確認したが、国重要文化財であり新設は困難。簡易スロープや保安員の介助で対応している。
〇東庁舎について、令和2年1月交渉では当時の局長から十分な空間が確保されていると回答した。今年8月には机の配置状況も確認した。ただ、新庁舎11階と比較し横並びに職員が多く配置されている。フリーアドレス等の活用で空間確保に努めている。
〇会計年度任用職員について、これまで3年経過後は同じ職場は応募できないとされていたが、R2年度に再度の応募が可能となる制度変更をしている。
〇妊娠された会計年度任用職員は、ポストがなくなり任用されなかったもので、男女雇用機会均等法の適用除外だから法を順守しなくてもいいという認識はない。たとえ公務でも、出産するから任用しないということは許されない。個別事例については事前に説明し十分配慮することが望ましいとされており、該当所属は対応をしっかりしてきた。
〇カスハラ問題は「一人ひとりが県の顔」に具体事例が書いてあり、クレーム対応研修を実施している。
